３．現地視察レポート・視察委員の評価

現地視察レポート【(1)継続実施施設】

（①西多賀ワークキャンパス）
	①視察施設名
	西多賀ワークキャンパス（身体障害者入所授産施設）

	②調査委員名
	叶 　義文（事業推進特別委員会委員）、上村　克仁（事務局）

	③主たる応対者の

氏名・職種
	市川 義直（施設長）、遠藤 正明（指導部長）


１．視察レポート

（1）工賃水準ステップアップ２年次対象事業の作業の状況

　●キーワード：・食品、印刷、ものづくりの３つのプロジェクトチームを編成

・20年４月の施設移転予定が21年４月にずれ込む（改正建築基準法の関係）

　・ 工賃水準ステップアップ２年次事業の取り組みとして、平成19年４月より職員・利用者の代表による、①食品チーム、②印刷チーム、③ものづくりチーム、の３チームをスタートさせ、工賃アップに向けた具体的な計画の立案、事業改善、職員・利用者の意識改革、スキルアップのための取り組みなどが行われてきた。経営コンサルタントも各チームへの改善提案を行い、全体のコーディネートを通じて作業の体質改善を進めている。

　・ 西多賀ワークキャンパスでは、当初、平成20年4月の施設移転と同時に新体系に移行予定であったが、平成19年6月施行の建築基準法改正の関係で、21年4月にずれ込んだ。この移行に時期を合わせて給食機能とレストラン機能を持つ「店舗」をスタートさせることとなっている。食品チームでは、職域の専門家（フードコーディネーター）からアドバイス・指導を受けながら、平成21年４月のレストランのスタートに向けて、職員・利用者によるトレーニングや事前研修などを行っている。

（2）施設長（または法人トップ）の工賃アップ（事業への主体的取り組み）に対する意識

　●キーワード：・施設長の工賃アップへの意識は高い

・就労継続支援事業利用者の福祉ホーム生活のために工賃アップは不可欠

　・ 施設長の工賃アップへの思いは非常に強い。そのことを職員・利用者といかに共有していくかを、丁寧に会議・研修等を行いながら進めているようすが印象的だった。

　・ 特に、平成21年度の西多賀ワークキャンパスの移転にともない、就労継続支援事業利用者が福祉ホームで生活することになり、地域で家賃を払って自立した生活を維持していくためには、現在の平均工賃13,000円からの工賃アップは不可欠。その現実が目の前に迫っているだけに、工賃アップを実現させたいという思いは非常に強い。

（3）職員全体の工賃アップ（事業への取り組み）に対する意識と共有理解

　●キーワード：・プロジェクトチームや会議等への主体的参加により意識はさらに向上

　・ 印刷チーム、ものづくりチーム、食品チームと３つのプロジェクトチーム（各チーム10数名の職員・利用者がメンバー）を立ち上げ、チームごとに目標と行動スケジュールを作成し、工賃アップに向けて取り組んでいる。さらに月１回の合同会議や地域ネットワーク会議で進行状況や問題点などを確認し、全体を経営コンサルタントがコンサルティングしながら改善に向けた提案・助言等を行っており、これらの取り組みを通じて徐々に職員の意識改革が進んでいくと思われる。


（4）利用者全体の工賃アップ（事業への取り組み）に対する理解

　●キーワード：・利用者の声を反映させるための「利用者会議」は有効

　　　　　　　　・各プロジェクトチーム、会議等への主体的参加

　・ 平成18年度後半から、利用者の声を反映させるために利用者代表による「利用者会議」をスタートさせた。また、各プロジェクトチームや月１回の作業開拓プロジェクト会議にも利用者が加わり、工賃アップに向けて主体的に関わることによって工賃アップに対する理解が深まってきたものと思われる。

　・ 視察の際の地域ネットワーク会議（作業開拓プロジェクト会議との合同会議）の中にも利用者の代表が参加していたが、新事業に対する不安はあるものの、事業の趣旨をしっかり理解した利用者が工賃アップに取り組んでいる姿勢が伺えた。

２．視察委員の評価

（1）対象事業（２年次対象作業科目）についての評価（ターゲットの絞り込みの妥当性）

　●キーワード：・給食機能とレストラン機能を持つ「店舗」は妥当

・ある時期、集中的に一事業に取り組むことも効果的

　・ 食品チームでは、職域の専門家（フードコーディネーター）からアドバイス・指導を受けながら、平成21年４月からのレストランのスタートに向けて、職員・利用者によるトレーニングや事前研修などを行っている。

　・ 印刷チーム、ものづくりチーム、食品チームからなる３つのプロジェクトチーム事業に対して、事業改善、職員・利用者の意識改革、スキルアップのための取り組みが地道に行われている。これらの取り組みに経営コンサルタントとフードコーディネーターが参画することにより、専門性を高め、各チームで工賃アップに向けて取り組んでいることについては評価できる。

　・ しかし、工賃アップに取り組む事業内容が多岐にわたるために、すべてをレベルアップしようとすると力が分散してしまうこともあり得るので、ある時期、思い切って一つの事業に対して集中的に結果を求めていくことも効果的と思われる。

（2）具体的数値目標（２年次目標）の達成度についての評価（最終目標の達成の見通し）

　●キーワード：・職員・利用者の意識改革、スキルアップが進んでいるため、今後に期待

・21年４月にスタートの食品部は20年度の準備が鍵

　・ 平成19年度（２年次）の工賃目標は、印刷事業は18年度15,000円（実績）から19年度18,000円、製造事業は18年度12,800円（実績）から19年度13,000円である。最終年度には各事業とも平均工賃30,000円の目標が立てられている。

　・ 食品事業は平成21年４月からの事業ということもあり、結果が出てくるのは来年以降である。現在は数値目標・計画の策定および研修等による職員・利用者のスキルアップに取り組まれている状況である。職員・利用者の意識改革・スキルアップが着実に進められており、今後の工賃目標達成が楽しみである。


（3）改善計画・計画実行スケジュールの進捗状況とその評価（今後の計画実行の見通し）

　●キーワード：・各プロジェクトチームでの職員、利用者による主体的取り組み

　　　　　　　　・「課題→計画→実行→評価」の取り組みで職員・利用者の意識改革

　・ 印刷チームでは、利用者の技術向上に力を入れ、ＩＴ関連会社の協力を受けながら基礎講習・実践講習等に取り組んでいる。ものづくりチームでは、自主製品製作に向けた野菜栽培や廃材を利用した竹細工製品の開拓、食品チームでは、平成21年４月開店予定のレストランにおける専門性を身につけるための見学や研修等を行い、これらを通して利用者・職員の意識改革およびレベルアップに向けた取り組みが進んでいる。綿密なスケジュールが立てられ、前月の取り組み、反省点と課題および当月の取り組みなどがきちんと記録され、報告・検討されている。

（4）職域の専門家・経営コンサルタント等の活用およびその効果についての評価

　●キーワード：・食品部新設に向けたフードコーディネーター（食の専門家）との契約

　　　　　　　　・レストラン経営においては専門家の協力は必要

　　　　　　　　・経営コンサルタントは全体のコーディネートで全体を改善

　・ 食品部の新設に向けて、フードコーディネーターと契約を結び、「食」の専門家からアドバイス・指導をしてもらいながら、平成21年４月のレストラン立ち上げの準備を進めている。

　・ 経営コンサルタントについては、食品部・印刷部・製造部等全体の改善提案を行いながら、全体のコーディネートを通して改善に取り組んでいる。

　・ このように、全体を改善する経営コンサルタントと、「食」の専門のフードコーディネーターの２人の専門家との契約を行って事業が進められている。全体のコーディネートだけでなく、フードコーディネーターとの契約（取り組み）は、より具体的なレストランの経営を組み立てていく上でも重要な視点であると思われる。

（5）地域ネットワーク会議の果たした機能とその効果についての評価

　●キーワード：・ＩＴ企業からメンバーに入ってもらい、印刷業務の進展を期待

　　　　　　　　・各分野の専門家との協力体制による実施の協力およびバックアップ体制

・ 地域の福祉関係者、生協関係者、民間企業経営者等に加えて、障害者の技術指導や就労支援に積極的なＩＴ関連企業の方にネットワークメンバーに参加いただき、印刷業務の進展を目指した。

・ 各分野の専門家にネットワーク会議に参加いただくことで、施設内部の人脈・情報だけでは気付かない幅広い具体的意見・提案を受けるとともに、意見・アイデア・提案だけでなく、各分野の専門家との協力体制により、実施の協力、バックアップ等も受けることができたようである。

（6）職員・利用者のスキルアップのための研修の開催状況とその効果についての評価

　●キーワード：・「食」についての専門性を身に付けるため週１回の勉強会

・ 食品チームでは、店舗リサーチ、工場見学、「食」についての週1回の勉強会等を行い、印刷チームでは、印刷機材の見学、技術の向上に向けたパソコン作業の研修等の実施を行い、ものづくりチームでは、自主製品製作に向けた新たなプロジェクトチームを立ち上げて取り組んだ。

・ 一部の職員だけで取り組むのではなく、利用者・職員が一緒になって研修に取り組むことにより、一人ひとりが専門性を身に付けていくというだけでなく、目標達成に向けての意欲の向上と意識改革にもつながったようである。


（7）総合評価

　●キーワード：・施設全体での地道な工賃アップに向けた取り組みは高く評価できる

　　　　　　　　・平成20・21年度が鍵、平均工賃30,000円の実現に大いに期待

・ 施設長、職員、利用者が工賃アップに向けて、共に取り組んでいる姿勢が印象的であった。職員・利用者参加の下、プロジェクト会議等を立ち上げ、賃金保障に向けて施設全体で地道に取り組んでいく姿勢には頭が下がる思いであった。

・ まず、法人としての就労継続支援事業利用者の福祉ホームでの生活の実現、レストランの立ち上げという理念に基づいた大きな決断があり、そのことを実現するために利用者も含めた施設全体で本気になって取り組んでいる姿勢が印象的であった。

・ 今年度の取り組みとしては、平成21年４月の新体系移行および新施設の建設・移転に向けた準備段階であり、数字的結果としては21年度が勝負である。今年度策定した計画に基づき、またしっかり準備段階としてのスキルアップが行われ、専門家と共に引き続き取り組みを進めていけば、最終年の平均工賃目標30,000円はきっと実現していくことと思う。

３．今後の課題と展望

 ●キーワード：・一般客を集客する魅力をいかに作れるかが課題

 ・イベントによる集客も可能性大

 ・準備段階でシステム化・マニュアル化を進め、変わらぬ品質を

・ 平成21年４月からスタートするレストラン事業に、どれだけ一般客を集客するための魅力を作り出せるかが課題となる。

・ イベント等を行うことにより、人が集まってくる仕掛けづくりは、一つの方法論としては重要であると思われる。当施設で計画している竹の廃材を利用しての「マイ箸（世界に１つだけ）作り体験」等の取り組みなど、いろいろなイベントを行い、人が集まってくる仕掛け作りを行っていくことは、結果的にレストランの集客にもつながる可能性が大である。特に、地域の方々を巻き込む取り組みが重要であろう。

・ 近くに弁当事業を行っている社会就労センターがあることにより、競合するため弁当事業には進出できない（惣菜だけしかできない）とのことであった。もちろんお互いにマイナスとなるような競合はよくないであろうが、協力体制をとることにより、お互いにお客様を増やしていく可能性もあるかもしれない。今後、必要に応じて話し合いを行い、検討してみてもいいのではないだろうか。

・ 事業開始に向けて、調理実習、週1回の勉強会等、職員・利用者のスキルアップのための取り組みは貴重な財産になると思われる。一般市場で勝ち残る専門性をそこで働く人たちが準備段階からしっかり身につけることが重要である。

・ パート職員、利用者が変わることも想定して、今のうちにできるだけきちんとしたシステム化・マニュアル作り（調理･サービス・清掃等）をしていくことが重要である。人が変わっても変わらぬ品質を確保できるように取り組んでいただきたい。

現地視察レポート（②ハートピア湘南）
	①視察施設名
	ハートピア湘南（知的障害者通所授産施設）

	②調査委員名
	西川 　茂（事業推進特別委員会委員）、

大塚 慎二（事業推進特別委員会委員）、岡　浩幸（事務局）

	③主たる応対者の

氏名・職種
	鈴木 喜代美（施設長）、鈴木　暢（担当責任者）


１．視察レポート

（1）工賃水準ステップアップ２年次対象事業の作業の状況

　●キーワード：・喫茶部門の売上の向上

・あわせてクリーニング、企業内作業など、昨年度より引き続きの改善を行う

　・ ハートピア湘南では本体施設と２つの分場があり、本体施設（ハートピア湘南）ではクリーニング作業と清掃作業（施設と民間マンション３件の清掃）、軽作業、施設外授産（民間企業の工場内での作業）を行っている。分場（coffee pot）では喫茶店と軽作業。第二分場（あすなろ）では軽作業（ガラス運搬用の緩衝材・電機部品組立等）を行っている。この中で特に施設外授産（企業内作業）の開拓とクリーニング作業の作業効率化に力を入れて工賃アップへの取り組みを進めている。

　・ 喫茶部門における売上向上策はハートピア湘南の持つ力量のみでは解決が難しい課題となっており、２年次事業においては、経営コンサルタントの力を借りて新たなアイデアを見出すための活動を行ってきた。

（2）施設長（または法人トップ）の工賃アップ（事業への主体的取り組み）に対する意識

　●キーワード：・利用者が施設のみで働いていても思い描く生活ができる所得の実現

・ グループホームの利用者の生活を見つめる時に、所得の確保の必要性、あわせて障害者自立支援法の施行による利用者負担を解消する必要性を痛感し、工賃アップの事業に強い意志で取り組んでいる。

・ その成果（工賃アップ）は確実にもたらされようとしていたが、折しも原油高騰の影響で利用者に工賃としての還元が減少したことへの悔しさは否めない。

・ 今年度の対象である喫茶部門の改善はコンサルタントの知恵を活用しようとする強い意志の下に事業が進められていた。
（3）職員全体の工賃アップ（事業への取り組み）に対する意識と共有理解

　●キーワード：・経営感覚の磨き

・目的と意義の共有化とコミュニケーション

・ 損益分岐点の計算などの実施も行い、単に売上や工賃のアップを追い求めていた現状を認識できた。科学的な経営方法も学んだ。

・ 施設長や部長のリーダーシップの下に事業が進められてきた。この意志が全職員に浸透する点では一筋縄ではいかない現実があることがコンサルタントの指摘にある。だが、全員参加の教育研修も取り組むなど一定の努力が成された。


（4）利用者全体の工賃アップ（事業への取り組み）に対する理解

　●キーワード：・“工賃が上がった”ことの実感、“企業内作業”にも行ってみたい

・ 昨年度と比較して、全ての利用者の工賃が2,500円アップした。利用者自身もクリーニング作業の効率を意識して従事しているようであった。利用者同士で息を合わせて布を拡げてプレスに入れる姿は頼もしいものであった。

・ 企業内作業に取り組んでいる様子に対して、私も“行きたい”と、利用者の姿に利用者自身が励まされる姿も出現している。

２．視察委員の評価

（1）対象事業（２年次対象作業科目）についての評価（ターゲットの絞り込みの妥当性）

　●キーワード：・喫茶部門の売上の改善

・企業内作業の拡充とクリーニングの収益性の向上

・ 施設全体における授産部門の収益性低下の一因となっている喫茶部門の収益性の改善に今年度は主に着手した。その絞り込みは妥当であろう。コンサルタントの支援もあり、売上の対前年度比135％という成果も残した。

・ 大手の企業の一角を利用者の作業場として企業内作業を開拓した。企業では労働衛生環境への配慮は当然のこととして整備され、また社会的な水準での工賃の支給も行われる。当然に仕事の完成度も求められるが、その結果、工賃収入のアップがもたらされ、利用者自身の働き方の変化、意識の変化ももたらされている。今後、企業への雇用も期待できるところである。

・ １年目の対象事業であったクリーニング作業は、受注先の開拓と作業の効率化を図ることによって収益性は改善され、確実に成果は上がっている。

（2）具体的数値目標（２年次目標）の達成度についての評価（最終目標の達成の見通し）

　●キーワード：・市場変化への対応と社会的支援が鍵、自らがリサーチして顧客を開拓

・ 58名の利用者全員に３万円の工賃を実現することを、主な４つの授産科目の収益性向上により実現しようと取り組んできた。１年目のクリーニング作業の改善で成果を残し、本来ならば２年次目標である25,000円を優に達成するところまで持っていったが、折しも原油高騰で一人当たり約4,000円の工賃に匹敵する支出が余儀なくされている。クリーニング作業はメインの授産科目であり、かなりの痛手となっている。施設と利用者の努力が市場原理で泡と消えている。これへの社会的支援なしでは相当に厳しい。

・ 今年度主たる対象とした喫茶部門では対前年度比135％の売上を残し、潜在的な需要があることが証明された。今後顧客獲得の努力をスタッフ自身が展開することで目標達成の可能性は高い。

（3）改善計画・計画実行スケジュールの進捗状況と評価（今後の計画実行の見通し）

　●キーワード：・リーダーシップの下に計画を確実に実行

・ 全体としてはリーダーシップの下に事業が進められてきた。成果も上げている。

・ 今後は、各部門毎に改善点を明確にした上で計画性を持って進めていくことが求められるとコンサルタントより指摘されている。喫茶部門の方針をやり抜くことが鍵となる。また、サブリーダーの登用が鍵となるとも指摘されている。自ら計画を立て、再修正しつつ、実行するスタイルと目標の共有化、法人内のシステムの構築が求められる。


（4）職域の専門家・経営コンサルタント等の活用およびその効果についての評価

　●キーワード：・的確な現状分析と方向性の探求を「共に」

・ コンサルタント側から「賢くコンサルタントを活用する意識、共に成長していく意識」との意見があるように、コンサルタント側が福祉現場を理解しようとする立場に立っていたこと、また施設側も信頼を抱いていたことが、スムーズに事業を展開した鍵といえる。また、コンサルタント自身が行動の手本を示したことには敬意を表したい。

・ チーム編成のコンサルタントであり専門分野ごとにアドバイスが行われたことは特筆に値する。

・ 施設側の反省として、現実は喫茶部門に焦点を当てることになったが、本来は全体へのアドバイスとその中でも喫茶部門に焦点をという観点の違いがあったようである。最初の依頼の問題かと思う。

（5）地域ネットワーク会議の果たした機能とその効果についての評価

　●キーワード：・地域理解と広域ネットワーク継続の重要性
・ モデル事業の実施期間中に国から企業内作業（施設外就労・施設外支援）の制度化が行われ、新たに予算化されるようになったことは具体的な成果である。

・ 幅広い地域の参加で障害者の就労や工賃アップに対する理解が伸展した。また、圏域で同様の取り組みの重要性も語られ、引き続き広域のネットワークの継続が重要であることが確認されていることは評価できる。

（6）職員・利用者のスキルアップのための研修の開催状況とその効果についての評価

　●キーワード：・経営手法とマインドの獲得

・ ３回の研修と６つの講座をコンサルタントより受けて、損益分岐点の計算などの実施も行い、漠然と売上や工賃のアップを追い求めていた自分たちの現状を認識でき、科学的な経営方法を学んだ。経営手法とマインドを培う上で役立ったと思われる。

・ コンサルタントの指摘にあるように、職員全体の意識の共有化は「一筋縄ではいかない」からこそ、目標や意義の共有化の課題があげられる。これは全国のどの施設でも共通の課題である。改善に向けた努力こそが重要である。一方、正規職員と臨時職員の意識と行動面の同一化が課題だと言われている。
（7）総合評価

　●キーワード：・経営手法とマインドの獲得

　　　　　　　　・全利用者に対する工賃アップ

・ ２年次においての特徴は、経営手法とマインドの獲得をねらった研修である。漠然とした工賃アップでなく、分野ごとに分析を加え対応を練ること、顧客に対する接客態度などマインドについても学習したことは成果である。また、具体的な行動で喫茶部門の売上を改善しつつあることも未来につなぐ点で成果といえる。

・ あくまでも全ての「利用者の思い描く生活の実現」に向けた工賃アップにこだわって取り組んだ。新体系移行を想定して、就労継続支援Ｂ型利用対象者のみを対象にすれば、目標工賃は優に達成できたであろう。ジレンマに駆られたであろうと推察されるが、当初のねらい通りの姿勢を崩さず事業を進められたことに強い意志を感じた。敬意を表したい。


３．今後の課題と展望

 ●キーワード：・現状分析、経営手法とマインドの維持、職員の確保とサブリーダー確保

 ・市場原理への対応と社会的支援、新体系移行と賃金支給の課題

・ 工賃倍増の事業で獲得されつつある現状分析や経営手法、また、接客などマインドの持ち方等が今後も研磨されて行くかどうかが課題になると思われる。

・ コンサルタントの指摘にあるように、部署毎に事業の計画を立て推進していくサブリーダーの養成と確保が鍵となる。また、喫茶部門での正規職員の確保は「マインド」の獲得・維持にとって課題であるように思われる。新体系事業での必要数の職員確保はかなり困難であることもあわせると大きな課題であろう。

・ クリーニング作業では受注先が変動することも大いにあることから、市場への対応が課題である。しかも、原油高騰というどうにも努力のしようがない要因で還元されるべき利用者の工賃が泡と消えるがごとくに消失する事態は、施設側として察するに余りある怒りにも似た思いがあると推察される。社会的支援の有無は横に置いておく課題ではない。

・ 新体系移行に関して、事業の選択如何では、目標工賃（平均工賃）の報告義務の対象者は大きく変化するし、対象者のみの工賃アップでいいのかと施設側は悩んでいた。また、生活介護の選択により、必要な職員確保が就労継続支援事業より多く確保できることもあり得るとも言われていた。この矛盾は、旧施設体系の授産施設と更生施設との職員配置の矛盾に似ている。制度の見直し・改善が課題とも思える。

４．その他、特筆すべき事項

 ●キーワード：・原油高騰への社会的支援策を

・ 最も強く残ったことは、施設や利用者の努力が、原油高騰で水泡に帰したということである。こんなことがあっていいものか、率直に、社会的支援策はないものかと強く願う。
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１．視察レポート

（1）工賃水準ステップアップ２年次対象事業の作業の状況

　●キーワード：・生産力の向上、商品開発、購買者の広がり

　・ 登録者数27名、職員数5名の比較的規模の小さい精神通所授産施設。事業取り組み以前は、パン・焼き菓子の製造・販売、手工芸、農耕、小売、受託作業を行っていたが、コンサルタントのアドバイスによって既存作業の現状分析を行い、手工芸、農耕を中止して作業の重点化を図っている。

【生産力の向上】

・ 機械の導入や技術の向上により、菓子パンや食パンの製造力が上がっている。

【商品開発】

　　・ 地産地消・安心安全をキーワードに商品開発を進めている。

【購買者の広がり】

　　・ パンセットを定期購入するサポーター制度も定着し、販売数300セット弱まで伸びている。

　　・ また、工賃アップの取り組み、パンの定期販売の取り組みが地元紙でも紹介され、サポーターの広がりにもつながっている。

（2）施設長（または法人トップ）の工賃アップ（事業への主体的取り組み）に対する意識

　●キーワード：・統括施設長の「経済的自立」に対する確固たる思い

・ 昨年度の工賃アップの取り組みを通じ「工賃がアップしたことで利用者が変わった」との認識があり、統括施設長より「工賃が上がることが自分の価値が上がっていくことにつながっている」との報告があった。

・ 工賃アップの最終目標を70,000円（平成24年度）に設定しており、さらに10年先には経済的に自立できる工賃を支払いたい、との確固たる思いで事業を進めている。

（3）職員全体の工賃アップ（事業への取り組み）に対する意識と共有理解

　●キーワード：・職員全体の共有理解は確実に進みつつある

・製造に追われた昨年度に比べ、ゆとりが出てきた

　・ パンの製造と技術の向上だけでなく、販売士試験対策講座なども開催し、職員や利用者が参加し、販売力の向上にも努力している。

　・ 昨年度（１年目）が製造に追われているような状況にあったことに比べ、少しずつゆとりが出てきているように感じられた。


（4）利用者全体の工賃アップ（事業への取り組み）に対する意識

　●キーワード：・利用者に対する研修（パンの製造過程などを学ぶ研修）の実施

　　　　　　　　・利用者の意欲を引き出すような働きかけを行っている

　・ 利用者全体の中で、製パンや焼き菓子に関わっている人はまだ少ないようだが、利用者に対する研修も積極的に行われ、パンの製造過程について学ぶ研修を行ったり、利用者の意欲を引き出すような働きかけも行われている。

　・ 高い工賃を得る利用者が出ることで、製パン等の事業への関心も少しずつ生まれてきている。

２．視察委員の評価

（1）対象事業（２年次対象作業科目）についての評価（ターゲットの絞り込みの妥当性）

　●キーワード：・製パンに絞り込んだ製品開発の成果

・設備投資の成果は次年度以降に期待

　・ 地元産の食材を利用したパンづくりなど、クローバーハウスの「さとのパン」として、市民への浸透を図っている。

　・ 同時に、ひじきのパンや伊勢茶のあんパンなどを開発し、単価を上げる工夫も行っている。

　・ 昨年度（１年目）に製パンを対象に絞り込んだことが生かされており、大きな成果を上げている様子が見受けられた。

（2）具体的数値目標（２年次目標）の達成度についての評価（最終目標の達成の見通し）

　●キーワード：・１日5.5時間、週５日働く人に対する工賃支払い40,000円を達成

・最終目標（70,000円）の達成には生産力と営業力の一層の強化が必要

　・ 工賃規定を改め、１日5.5時間、あるいは正午まで、午後２時まで週５日間働く場合には固定給とするなどの規定を設定し、１日5.5時間・週５日働く人に対する工賃支払い40,000円の目標を達成した。

　・ 今後さらに対象人数を増やしながら、最終目標（70,000円）を達成するためには、生産力と営業力の一層の強化が必要であろう。生産力の強化については、製パン作業場の改修（増築）を現在進めており、この効果と設備機器の導入がどの程度の生産力の向上につながるのか、今後の見通しの参考になると思われる。

（3）改善計画・計画実行スケジュールの進捗状況とその評価（今後の計画実行の見通し）

　●キーワード：・目標達成に向けて着実に進みつつある

　　　　　　　　・製パン事業に興味関心を持つ利用者を増やしていくことがポイント

　・ 製パン事業に興味関心を持つ利用者を増やしていくこと、製パンの機械化、作業場の設備など、新体系事業への移行準備とともに進められている。また、利用者や職員に対する接遇の研修などにも積極的に取り組んでいる。

· 販売面に対しては、「さとのパン」のイメージキャラクターを設定し、地域に対する宣伝効果を高めるとともに、サポーターズクラブ（パンセットを定期購入する会員組織）もさらに拡大してきている。前述の「さとのパン」イメージキャラクターもサポーターズクラブの会員の発案・デザインによるものである。


（4）職域の専門家・経営コンサルタント等の活用およびその効果についての評価

　●キーワード：・敢えて福祉のスタンスとは異なるコンサルタントを選定

　・ 昨年度（１年目）は施設と同じスタンスの（福祉について理解のある）経営コンサルタントからのコンサルティングを受けたが、理解が深い分、職員が頼ってしまう傾向が見られたとのこと。２年次事業ではコンサルタントを活用していくという視点から、福祉のスタンスとは異なる新たな企業（商業）コンサルタントからのより専門的なコンサルティングを受けつつ、目標工賃の達成にあたっていく姿勢で進めてきた。

　・ 昨年度（１年目）はコンサルタントをどのように活用してよいのか、共通言語が見い出せず苦労したとのことだが、２年目は新たなコンサルタントに変更し、職員自ら勉強し、共同作業が進められるようになったとの話を伺った。

（5）地域ネットワーク会議の果たした機能とその効果についての評価

　●キーワード：・地域ネットワーク会議を通じたさまざまな協力者の広がりがある

　・ 今回の視察で参加した地域ネットワーク会議は、昨年のサポーターズクラブ・キックオフ大会から１周年を記念するイベントを兼ねており、地域ネットワーク会議の委員も参加し、パンの試食もしながら１年間の歩みを振り返った。

　・ 地域ネットワーク会議は、ある意味で試食会も兼ねており、試作されたパンの評価に加え、委員からのさまざまなスキルの提供、パンセットを購入するサポーターの拡大の協力、委員の情報提供による「地物一番」という三重県の地産地消ブランドに加入するなど、さまざまな協力者の広がりがあり、多くの機能を発揮している。

（6）職員・利用者のスキルアップのための研修の開催状況とその効果についての評価

　●キーワード：・意識的に開催されてきた研修会

　・ 職員・利用者に対するパンの製造過程に関わる実践的・専門的な研修会への参加を積極的に行い、利用者の製パンに対する意欲を引き出そうとしている意図が見受けられた。

　・ さらに「３級販売士」の資格取得のための講座も積極的に開催し、このことを目標にしつつ、職員と利用者が共に学習する機会を意識的に作り出してきている。

（7）総合評価

　●キーワード：・精神通所授産施設の少ない人員配置の中での工賃アップ

　　　　　　　　・地域の精神障害者への理解とサポーターづくりの重要性

・ もともと精神障害者通所授産施設の人員配置は少なく、クローバーハウスには製パン・焼き菓子以外にも授産科目がある。そうした厳しい人員配置の中で工賃アップを図っていくことは、職員に大きなしわ寄せがあったのではないかと推測できる。

・ また、平成20年度には新体系への事業移行も予定されており、工賃アップを図りつつ、職員が中心になり努力されてきたことが見受けられた。その結果、パンセットを購入するサポーターも広がってきている。地域の中で「さとのパン」の認知度が高まっていることは、今後の施設運営にとっても重要なことである。

　・ そして、工賃アップが利用者の生活保障につながっていくためには、障害者自立支援法の不備や課題を解決していくという視点も必要である。工賃ステップアップ事業に携わった経験に基づき、実践現場からの意見を発信していただきたい。


３．今後の課題と展望

　●キーワード：・利用者が製パン事業の主たる担い手となる

　　　　　　　　・地域に密着したパン屋に

・ 設備投資を進める製パン、焼き菓子に従事する利用者が増えていくことがポイントであり、障害者自立支援法の下で職員の加配は難しい。利用者が製パン事業の主たる担い手となっていくような取り組みが求められる。

・ 地域ネットワーク会議などで、地域住民や関係機関の協力が広がっている。地域ネットワーク会議を今後も継続させていき、協力の輪を広げ、地域になくてはならないパン屋として根づいていただきたい。

４．その他、特筆すべき事項

 ●キーワード：・地産地消（食の安全・安心）の実現
・ 地元産の食材を使って、安心して毎日食べられるパンを作ることは、社会的な意味も大きい。利用者が誇りを持って取り組むことができる事業である。事業の拡大と利用者が健康を守って働くことのバランスを取りながら、事業を進めていかれることを期待している。
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１．視察レポート

（1）工賃水準ステップアップ２年次対象事業の作業の状況
　●キーワード：法人内で４つのプロジェクトチームを組織し並行して対象事業を進行

・ 法人内で４つのプロジェクトチームを組織し、並行して対象事業を進行している。

① 設備移転プロジェクトチーム

　　・ 法人内3か所の施設で行っていたウエス事業の新工場を立ち上げて、集中して取り組むことを昨年決定し、平成19年度はその具体的な準備を進めている。新工場の候補地・候補物件が選定され、建物の改修に向けて設計図が用意されている。４月移転を目指して準備が進んでいたが、土地・建物の貸与にあたり、解決しなくてはならない問題があることが判明し、現在その問題解決に向けて取り組んでいる。新工場の営業開始は予定よりも遅れる見通しである。

② 職員教育プロジェクトチーム

　　・ 平成20年４月に予定されている新事業への移行・工賃ステップアップ事業の中で、職員の職務の必要な能力の洗い出しが課題となっていたが、現在プロジェクトチームで検討が進められている。

・ 地域ネットワーク会議でたたき台の提出をした際に、各委員から様々な意見が出され、その意見をもとに再構築中である。

③ 営業力強化プロジェクトチーム

　　・ 20年近くウエス事業に取り組んできた蓄積と営業努力があり、宇部市の企業からの受注はすでに広がっている。

・ 現在は受注をさらに広げていくために営業担当職員が配置され、営業のためのアイテムなどを整えながら準備を進めている。担当職員は営業マニュアルの作成に取り組んでいる。

④ 新報酬制度構築プロジェクトチーム

　　・ 法人全体で新事業体系への移行を準備中である。新工場の営業開始が予定よりもずれ込むことが予測され、事業移行の時期についても法人内で検討中である。

・ 新工場はセルプ藤山と命名され、就労継続Ｂ型に40人定員で移行することになっている。新工場でウエス事業に従事する障害のある人たちの工賃の算出方法について検討が行われている。

・ ウエス事業についての作業能力評価（ウエス検定）と社会適応能力を合わせて評価する仕組みが提案されている。ネットワーク会議で第１案が提案されたが、評価についての考え方に意見が多数出され、再度検討を行う運びとなっている。


（2）施設長（または法人トップ）の工賃アップ（事業への主体的取り組み）に対する意識

　●キーワード：・施設長の積極的な営業努力でウエス事業を牽引

・ 施設長は、これまでウエス事業を牽引してきた実績もあり、積極的な営業努力を継続してきている。1953年に聾学校の生徒の働く場として活動を開始した法人であり、働くことを中心とした取り組みが続けられ、ウエス事業は障害の重度化・多様化にともなう新事業開拓の中で法人の中心的な事業として発展してきた経緯がある。障害特性に配慮し、安全な職場環境を整え、なおかつ質の高いウエスを製造してきており、品質に裏打ちされた営業努力が行われている。

（3）職員全体の工賃アップ（事業への取り組み）に対する意識と共有理解

　●キーワード：・新体系移行と新工場建設の明確な目的のもと意識は確実に高まっている

・ 上述の４つのプロジェクトチームはチームごとに課題が明確であり、職員による小グループが構成され検討が進められてきた。そしてそれぞれの課題はネットワーク会議で報告され、多様な視点での意見や提案が出され、その意見をもとに課題の練り直しが行われるといったプロセスがある。ネットワーク会議で職員が自ら考え検討してきたことを発表する、様々な分野の人に理解されるようにプレゼンテーションするという経験の中で、職員の主体形成、意識の高まり、成長があったのではないだろうか。

（4）利用者全体の工賃アップ（事業への取り組み）に対する理解

　●キーワード：・利用者に対する新体系移行と新工場への移転について説明中

・ 今回の視察では、利用者が工賃アップに対してどのような理解をしているのかは十分に把握できなかった。ネットワーク会議の中で、３か所で行っているウエス事業はそれぞれ品種の違いによる取り組み方の違いがあるため、共通の取り組みについての理解を進めていることなどが報告されていた。

２．視察委員の評価

（1）対象事業（２年次対象作業科目）についての評価（ターゲットの絞り込みの妥当性）

　●キーワード：・ウエスの品質の高さ

・ 地域ネットワーク会議にウエス事業の企業の経営者が加わっており、セルプ南風の製造するウエスの品質の高さが評価されている。障害の重度化に対応するために開拓されてきたウエス事業であるが、繰り返しの作業を集中して行うことができるという障害特性を生かした事業となっており、企業が安心して利用できるウエスを製造できている強みがある。

（2）具体的数値目標（２年次目標）の達成度についての評価（最終目標の達成の見通し）

　●キーワード：・新工場への集約にともなって数値目標の達成も可能

・ ウエス事業を集約し、新工場での事業の開始は次年度以降になるが、専門家の参加で新工場の設計や動線の検討などが進められており、新工場でのウエスの製造が本格化することで、最終目標についても十分に達成できると考えられる。


（3）改善計画・計画実行スケジュールの進捗状況とその評価（今後の計画実行の見通し）

　●キーワード：・新工場の立ち上げの遅れをプラスに転じたい

・ 新工場「セルプ藤山」にウエス事業の生産を集中させ、効率化を図り、生産力を上げるという方向性で、工場の作業導線の検討、また新工場開設資金の準備など、準備は進んでいる。

・ しかし、プロジェクトチームの中で職員の職務能力の向上に向けた検討、障害のある人の作業工賃算定の考え方やシステム化など、検討課題が残っているものもある。

・ 新工場の営業開始が遅れるという見込みの中で、この間をいかに活用するかが問われているのではないか。現在検討している案件は、いずれも今後の新工場の方針を大きく左右するものであり、拙速に進めるのではなく、十分な検討と議論の中で決定していく必要があるのではないか。新工場の立ち上げが遅れることをプラスに転換することを期待したい。

（4）職域の専門家・経営コンサルタント等の活用およびその効果についての評価

　●キーワード：・専門家の高い評価 　・職員の主体性を育てるコンサルタント

・ ウエス事業の企業の経営者はセルプ南風とは10年来の取引があり、ウエス事業における障害者施設の役割に期待を寄せている。企業の製造するウエスよりも品質の良いウエスをその品質の評価に応じて価格に反映させていく可能性を追求する必要があると考えており、将来への大きな展望を見出すことができる。

・ 経営コンサルタントは２年目ということもあり、前面に立ってこの事業を牽引するという立場ではなく、自ら考え、行動しようとしている職員のアドバイザー的な存在として役割を負っている。職員の主体性を引き出すための支援が行われており、今後、本事業が終了後も事業の発展を考える上では、重要な関わりであると思われる。

（5）地域ネットワーク会議の果たした機能とその効果についての評価

　●キーワード：・これまでの活動の蓄積が財産

　　　　　　　　・地域ネットワーク会議は施設の社会化を図る取り組み

・ 多様な人たちによって開催されており、活発な議論が行われている。企業の視点での意見、労働サイドからの意見、ウエスの専門家からの意見など率直な意見が出されており、構成する委員の熱意が感じられる。この多彩な関係者のこの熱意がセルプ南風のこれまでの努力や実績の積み重ねの中で引き出されたものであると感じられ、セルプ南風の大きな財産となっていると感じた。

・ また、福祉施設の職員が他領域の人たちに自分たちの意見・考えを発表するという経験の中で、実際に多くの学びを得ているのではないかと思われる。施設の中で取り組まれていることを社会に開いていくという意味でも、地域に根ざした障害者施設となるために重要な取り組みであろう。

（6）職員・利用者のスキルアップのための研修の開催状況とその効果についての評価

　●キーワード：・職員・利用者のスキルアップは今後の検討課題

・ ウエス事業は、利用者にとっては長年継続した仕事であり、今回の事業導入以前から働きやすくするために工夫が行われていた。そうした事情もあり、視察の範囲では利用者のスキルアップの研修については、評価するための情報を得ることができなかった。

　・ 職員は、各プロジェクトごとに配置されており、役割分担をする中でスキルアップが行われていったのではないかと思う。プロジェクトごとの横の連携がどのように行われていたのか、視察の中では十分に理解できなかったが、新工場で一体的に事業が進む中でさらに連携が進んでいくのではないかと考えられる。


（7）総合評価

　●キーワード：・総合的な判断で資金の投入を決定

　　　　　　　　・工賃を高めるためには資金投入がポイント

・ 昨年度（１年目）に市場調査や職務の分析などで、工賃ステップアップのための計画が立案され、今年度はその実現に向けての1年だった。障害者自立支援法に基づく事業移行も同時に進められており、職員や利用者、関係者の負担はかなり大きかったのではないか。

　・ また、日本財団からの補助金、その他の補助金等も含めて資金の投入も行われた。かなり思い切った資金の投入が行われることで、工賃水準を上げていくための環境整備が進むことがセルプ南風の取り組みからは明らかである。

・ 工場機能の拡充のためには資金投入は不可欠であり、こうした判断を総合的に進めていくためにコンサルタントの導入は効果があったのではないか。障害者施設が設備投資を行っていく際には、他領域の考え方やノウハウの導入が効果的であることを示したモデル施設であったのではないか。

３．今後の課題と展望

  ●キーワード：・地域ネットワーク会議を今後どのように活かし、継続していくのか

  ・品質の高いウエスをより高く販売するためには営業力のアップ

　・工賃支払いの新制度の導入は慎重に

・ 他流試合ともいえるネットワーク会議を継続するのは、エネルギーも時間も必要になることである。しかし、多様な立場の人たちの関わりは、これからの施設経営にも大きな力になるのではないかと予測され、継続的な開催を期待したい。

・ 丁寧な製品づくりだからこそ、高い評価がある。しかし、その製品の製造・販売で最低賃金を支払うことは現状では困難である。質の高さを販売価格にも反映させていくためには、営業の力が求められる。

・ 職域の専門家である企業主から、「障害のある人は社会の中で差異をつけられて生きてきている。施設に仕事のできる、できないという物差しを導入することが本当に必要なのか。互いに補い合うという考え方で、工賃支払いの仕組みを考えられないか」という提案があった。重要な提案であると感じた。関係者の十分な議論を行っていただきたい。

４．その他、特筆すべき事項

 ●キーワード：・ウエス事業への長年の法人の積み重ね

・ 長年の法人の積み重ねがあってこその工賃ステップアップへの取り組みだと感じた。実践の積み重ねの中にあるさまざまな知恵や工夫を多くの施設に伝えていただきたい。
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１．視察レポート

（1）工賃水準ステップアップ２年次対象事業の作業の状況

　●キーワード：「弁当事業」と「レストラン事業」

・ 「弁当事業」「レストラン事業」ともに、売上目標達成に向けて改善が必要であるが、同時並行せずに、前半は「弁当事業」を中心に、詳細な課題分析をし、対策を立て、責任者とスケジュールを明確にして改善に取り組んできた。
（2）施設長（または法人トップ）の工賃アップ（事業への主体的取り組み）に対する意識

　●キーワード：・利用者の「所得保障の必要性」を強く感じている

・ １年次に引き続き、利用者の「所得保障の必要性」を強く感じており、より高い工賃を支払いたいという意識は高い。職員へも理解を促す努力をしている。成果を出すためには、職員がベクトルを合わせ一丸となって取り組む必要があり、そのためには、リーダーの育成も急務であると感じている。「工賃は固定経費」と位置づけ、事業者としての利益がマイナスであっても、工賃（所得保障）を優先している。

（3）職員全体の工賃アップ（事業への取り組み）に対する意識と共有理解

　●キーワード：・意識はあるのもの、具体的なイメージの共有化が課題

・ 職員一人ひとりに「工賃アップが必要である」という意識はあるものの、当初は具体的にどのようにすれば成果が出るのかがイメージできていない職員もいたようだ。様々な取り組みを実施していく中で、「経営」を意識した視点が生まれ、自発的な提案もなされるようになっていった。新しい職員も多いので、引き続き充分なコミュニケーションをとり、ベクトルを合わせて取り組むことが必要である。

（4）利用者全体の工賃アップ（事業の取り組み）に対する理解

　●キーワード：・利用者自らも「工賃アップ」のための営業活動に励む

・ 平成16年４月より、利用者の意向を尊重し、日中の活動の目的を「高工賃を目指す」「自分のペースで働く」「デイサービス」の３つに機能分化した。それぞれの目的に応じて取り組んだ結果「高工賃を目指す」グループの利用者が工賃額を意識するようになったことは大きな成果の１つである。さらに、毎日のミーティングで売上実績を報告するようになったこと、お客様から「美味しかった」というメッセージをいただいたことなどにより、営業活動に取り組むなど仕事に対するモチベーションがあがった。地域移行を目指す上でも｢就労意欲の向上｣は重要であり、成果を出せたことは高く評価できる。


２．視察委員の評価

（1）対象事業（２年次対象作業科目）についての評価（ターゲットの絞り込みの妥当性）

　●キーワード：・売上額の大きい「弁当事業」から集中的に改善し成果を上げる

・ さらなる売上拡大を見込める「弁当事業」の改善から取り組んだことについては、妥当であり成果も出ている。

・ しかし、１年次に新規発足した「レストラン事業」の成果が思うように出なかった。次年度は「レストラン事業」の強化に注力し、成果を上げていただきたい。

（2）具体的数値目標（２年次目標）の達成度についての評価（最終目標の達成の見通し）

　●キーワード：・数値目標は未達成

・利益を出すためにも売上アップのための事業展開が必要

・ １年次と同様に、平均工賃、売上額、利益のいずれも目標には届かなかった。特に売上額は、目標に対して10,000,000円も下回り、利益は１年次よりもさらに1,000,000円の悪化となった。

・ 特に「レストラン事業」については、充分な改善活動が実施できなかったのか、目標値には程遠い結果となり、全体の数値にも影響が出た。「弁当事業」の問題点の把握については具体的で良いが、対策については甘さを感じる項目もある。

・ 目標をクリアできるよう、引き続き徹底的に課題を分析し、対策を立て実行していただきたい。

（3）改善計画・計画実行スケジュールの進捗状況とその評価（今後の計画実行の見通し）

　●キーワード：・できることは即実行

・計画したことはできるまで取り組み続ける

・ 改善にあたり、スケジュールを詳細に立てたが予定どおりに進んでいない項目があるので、ぜひ実行していただきたい。

・ 例えば、野菜について「高くて品質が悪い」にもかかわらず、すぐに仕入れ先を変更しなかったとのことであるが、コストは勿論のこと品質に問題がある場合には、お客様のことを第一に考え、即仕入れ先を変更するくらいの決断力も必要である。

・ 課題を抜本的に解決できるよう対策を練り直す必要のある項目もあるので、引き続き柔軟に且つスピーディに取り組んでいただきたい。

（4）職域の専門家・経営コンサルタント等の活用およびその効果についての評価

　●キーワード：・事業に直結した専門家の活用

　　　　　　　　・システム導入により生産管理の徹底と事務処理効率アップ

・ 経営コンサルタントからは、損益分岐点、原価計算、コストダウン、生産管理、事務処理の効率化手法などを学び、野菜のソムリエからはメニュー開発や盛り付けなどの技術指導を受けたことで、工賃ステップアップに向けた「基本的な考え」の理解や、スキルアップに繋がった。

・ ２年間コンサルタントとともに取り組んできたことをもとに、次年度は自立した取り組みができるのではないかと期待している。


（5）地域ネットワーク会議の果たした機能とその効果についての評価

　●キーワード：・お客様の視点での意見交換が重要

・ 前年度同様、地域の幅広い層の方々にメンバーになっていただき、お客様としてのご要望やご提案を数多くいただいた。

・ また、会議メンバーの口コミによる受注もあり、営業活動にもご尽力いただいた。

・ 地域ネットワーク会議時のみならず、アンケート用紙をお弁当と一緒に配布したり、レストランのテーブルに設置するなど、常にお客様からご要望やご提案をお聞かせいただけるようしてはどうか。民間企業では「クレーム＝重要な財産」と位置づけている。

（6）職員・利用者のスキルアップのための研修の開催状況とその効果についての評価

　●キーワード：・経営的感覚の芽生え

・ 事業振興をテーマとした研修会に参加したり、他社の弁当やレストラン事業を視察することにより振り返りができ、前向きで具体的な取り組みも出てきた。

・ また、販売個数が伸びるにつれ、販売個数の目標を高く持つようになったり、販売ロスを意識するなど経営的感覚が芽生えた。

・ また、職員と利用者が一緒にメニューの開発を行うなどにより「自分の仕事」という意識も高められた。

（7）総合評価

　●キーワード：・今年度の取り組みにも利用者および職員の「意識改革」のヒントが数多くある

・ 売上や利益目標達成に向けて改善活動は続けてきたものの、まだまだ課題は山積である。しかし、今年度の取り組みのなかで、他の事業者にとって参考になることが数多くあるので、事業報告書から読み取っていただきたい。

・ 引き続き、「福祉だから」という甘えのない、お客様の視点と利用者の両者の立場にたったサービス提供を心掛けていただきたい。

３．今後の課題と展望

  ●キーワード：・「受注拡大」に備えて生産体制確立と業務効率アップの検討を
・ 「レストラン事業」については、「たんぽぽ」の運営と並行して、例えば、県庁をはじめとする公的機関の食堂や喫茶を請け負い、それぞれの現場で「たんぽぽ」で習得したスキルやノウハウを活かす、という事業展開ができないか。２年次のネットワーク会議のメンバーには福岡県と大牟田市の職員が加わったので、協力を求めてはどうか。

・ 「弁当事業」については、すでに法人など大口受注の獲得とともに大量に生産できる体制を確立している他の就労支援事業者と交流を深めてはどうか。食品加工ラインを、手作業や人の判断を最小限とし、最大限効率化（機械化）を図った就労継続支援Ａ型事業所を視察したことがあるが、規模の大小に関わらず参考にできる点が多々ある。


４．その他、特筆すべき事項

 ●キーワード：・お客様の健康的な食生活のサポート

・ 「健康で安心して食べられる手作り」をテーマにしているので、生活習慣病など疾患をお持ちの方や、カロリー調整が必要な方を対象としたメニューを導入してはどうか。

・ お客様の健康的な食生活をサポートする意味からも、レストラン、弁当ともに現在のメニュー全てにカロリーや栄養素を表示するとした方がよいのではないか。

現地視察レポート（①はしどい学園）
	①視察施設名
	はしどい学園（知的障害者通所授産施設）

	②調査委員名
	鈴木 清覚（事業推進特別委員会副委員長）、上村 克仁（事務局）

	③主たる応対者の

氏名・職種
	梅里　 稔（はしどい学園施設長）


１．視察レポート

（1）工賃水準ステップアップ対象事業の作業の状況

　●キーワード：・体制の整備と改善
・ 企業（有限会社加賀谷ブリック）との連携でブリックの製造を行っているが、企業が求めている製造体制をとることが実際にはできていない。企業の求める体制を整備するためには、ある程度、現在の事業を整理する必要がある。

・ しかし、その整理と並行しながら、体制整備をするためには資金面や工賃支払いの面でも問題がある。今の手作業で珪藻土を丸める作業を継続していくだけでは、収益に限界が見られ、工賃のアップには直接つながらないと考えられる。

（2）施設長（または法人トップ）の工賃アップ（事業への主体的取り組み）に対する意識

　●キーワード：・リーダーの意志と障害の特性にあった働き方の提案
・ 新体系への事業移行と工賃アップを並行し、作業種目の整理も必要となっているが、機材購入のための資金の検討等を進め、施設長は積極的に本事業に関わっている。

・ また、数多くの作業種目を用意し、障害の特性にあった働き方を提案して、工賃アップにつなげている。

（3）職員全体の工賃アップ（事業への取り組み）に対する意識と共有理解

　●キーワード：・現場でのキーパーソンの確立が不可欠
・ 職員にも本事業に取り組むことについては、十分説明され、理解がなされている。

・ しかし、日常業務との兼ね合いもあろうが、プロジェクトチームを立ち上げ、地域ネットワーク会議で提案する、といった取り組みを職員が主体的に行っているわけではないため、職員同士の相互理解や意見交換が今後の課題であると思われる。

・ とりわけ、現場で事業を推進する推進者（キーパーソン）の確立が必要と思われる。

（4）利用者全体の工賃アップ（事業の取り組み）に対する理解

　●キーワード：・家族の理解と参加

・ 保護者も含めて、高い工賃を支払うことについては、共通の理解ができており、それぞれ自分の取り組んでみたい仕事等について、利用者からヒアリング等も行っており、それにあわせた作業種目を用意する等の対応がされている。

・ 地域ネットワーク会議に出席している親の会の方々も、販路拡大等に向けて積極的な案を出している。

・ 作業に取り組む利用者の方々も、仕事に対して責任感をもって取り組んでいる状況が見受けられた。

２．視察委員の評価

（1）対象事業（対象作業科目）についての評価（ターゲットの絞り込みの妥当性）

　●キーワード：・企業と施設のめざすところの「ズレ」

・全道に視野を広げたネットワークの広がりを

・ 企業との連携というテーマで今回モデル施設として選ばれた社会就労センターではあるが、企業との連携による工賃アップは、今後の課題であり、現段階ではその準備段階、企業と社会就労センターがお互いにできることできないことを確認する共通認識作りの期間だったといえる。

・ 企業側はこの作業を社会就労センターに依頼することにより安定的な生産体制を確保したい、社会就労センターは、その方向性については理解しており、その体制づくりを求められており、企業側が社会就労センターよりも先の事業展開をめざしているように感じられた。

・ お互いのめざしているところが、最終的には工賃アップであっても、そこに至る過程において、手順、すすめ方について「ズレ」があったと思われる。その部分を埋め、互いの良い部分を引き出すためにもコンサルタントの関わりが重要であり、進捗状況の管理をはじめ、具体的な提案が重要である。

・ この事業実施期間中、社会就労センターの側が工賃アップのための作業として、ターゲットを完全に絞り込むことが出来なかったというのは「結果」を出すためには大きな阻害要因になったと思われる。

・ その意味では、地域ネットワーク会議が、釧路市以外の道内の関係者等を巻き込むことにより、もう少し大きな視点でこの作業の可能性や今後の展開の具体的な提案が見えてきたのではないかと思われる。 

（2）具体的数値目標の達成度についての評価（今年度目標の達成度と最終目標の達成の見通し）

　●キーワード：・ターゲットの絞り込み不足は否めない

・事業の方向性と販売戦略を明確にする
・ 前項で指摘したように、ターゲットの絞込みができていない状況では、当初の目標の達成、今後の展開も、大きく変わってくると考えられる。何をメインにして、作業に取り組むのか、また販売戦略も大きな問題となる。さらに、この事業の方向性を明確にすることが今後の目標達成の成否に大きく関わっている。

（3）改善計画・計画実行スケジュールの進捗状況とその評価（来年度以降の計画実行の見通し）

　●キーワード：・ターゲットの絞り込みを早急に行うこと

・ 前項同様、絞込みを早急に行い、その上で目標達成に向かっていく必要があると考えられる。そのためには、コンサルタントの事業を進めていく上での提案も非常に大きなウエイトをもってくると考えられる。 


（4）地域ネットワーク会議の果たした機能とその効果についての評価

　●キーワード：・より具体的提案、それを受けての具体的方向性の決定の場に

・実行体制と責任体制の明確化を図る
・ 地域ネットワーク会議は事業の進捗状況の報告やすすめ方の確認だけでなく、より具体的な提案、それを受けての具体的な取り組みの方向性の決定等が行われる場として設定されるべきである。

・ はしどい学園におけるネットワーク会議は、釧路市内の関係者の方に集まっていただき、今後の方向性について意見を出していただけるが、それをどのように具体化していくのか、という点において、責任の所在が不明確であったように思われた。次までに誰が何をどこまで進めるのか、そしてそれをふまえて次にどのように進めていくのか、その「実行者」と「管理者」が不在であったように思われる。

（5）経営コンサルタント等の指導に対する評価

　●キーワード：・経営コンサルタントとの密な連絡が必要

・信頼関係の構築には時間が必要
・ 社会就労センターとコンサルタントが節目では確認しているが、日常的に連絡を取り合っているという様子ではなかった。

・ 信頼関係を築き、さまざまな問題に相談できるといった関係になるためには、さらに時間と議論が必要であったと思われる。

（6）総合評価

　●キーワード：・企業との役割分担の明確化

　　　　　　　　・企業と社会就労センターとの協働の方向性を探る

・ 「企業との連携」ということで今回は選出されたモデル施設であったが、企業との連携を行う準備段階であったという印象は否めない。

・ 企業の下請けとしてその業種を全面的に行うのか、一部生産と販売に携わるのか、企業の思いと社会就労センターの思いがいまひとつかみ合っていない状況にあったようだ。

・ お互いにどのような手順で目的を達成するのかということについて、具体的なすり合わせができるように、コンサルタントが関わり方や仕掛けづくりをもう一工夫していただけたのではないか。

・ また、社会就労センターは、ネットワーク会議で指摘されていたように、ブリックボールを展開していくにあたり、道内の高齢者福祉施設等への売り込みをかけるなど、独自の展開を提案しながら、協働の方向性を模索すべきではなかったかと感じる。


３．今後の課題と展望

  ●キーワード：・企業との連携（社会就労センター側の決断）

　　　　　　　　・大幅な事業転換が必要

· 前項同様で、今後どの段階で企業との連携の度合いを高めていくのか、社会就労センター側の決断にかかっている部分が非常に大きく見られる。その決断をより容易にするためにも、コンサルタントには、業務遂行上アドバイスをもう少し具体的にしてもらう必要がある。　

· 今後、現在の事業を見直しし、大幅な事業転換が必要になると思われる。

現地視察レポート（②はぐくみ園）
	①視察施設名
	はぐくみ園（就労継続支援Ｂ型事業等）

	②調査委員名
	黒岩 嘉弘（事業推進特別委員会委員）

増田 一世（事業推進特別委員会委員）、野崎 吉康（事務局）

	③主たる応対者の

氏名・職種
	森　 正子（はぐくみ園管理者）

根岸 瑞栄（第二はぐくみ園管理者）、橋本 誠一（総務課長）


１．視察レポート

（1）工賃水準ステップアップ対象事業の作業の状況

　●キーワード：・現状を徹底分析

　　　　　　　　・施設職員・利用者が一丸となって取り組む体制づくり

　・ 初年度は現状把握と改善計画づくりを目標として、これまでの製品の製造販売体制は継続して確保し、この間に徹底的に分析を実施。

　・ １年目の終わりから２年目の初めにかけて、これまでの分析をもとに様々な改善を行い、２年目の目標数値を達成するため、施設全体で取り組む方向で改善計画を立てている。

（2）施設長（または法人トップ）の工賃アップ（事業への主体的取り組み）に対する意識

　●キーワード：・地域の関係者や行政の支援を得ながら若い職員を中心として事業を推進

　・ 施設長からは、工賃倍増に取り組む方向で地域の関係者や行政コンサルタントに協力をお願いし、若い職員を中心として様々なアイデアを出しながら推進していく方針の説明があった。

　・ 新体系への移行にともない基盤整備費補助金を申請し、作業棟の建設に着手するとともに、新商品開発のためのオーブン調理設備機器の購入等を行い、環境整備にも取り組む方針の説明があった。

（3）職員全体の工賃アップ（事業への取り組み）に対する意識と共有理解

　●キーワード：・職員に対し、この事業の目標と必要性を説明し、理解を得ている

　　　　　　　　・事業の推進状況に応じ、各職員に情報を提供し、一体となって推進

　・ 各事業のリーダーに事業の目的と内容の説明を行ったが、この時点では「利用者の工賃を上げる必要はあるだろう」という程度の認識しかなかった。

・ また、今回の事業期間が約半年しかないため、実績を出すということに抵抗を感じる職員も多く、「利用者の支援に支障を来すのであればやらない方がよいのではないか」、「利用者の工賃は上げずに、支援内容を充足させて行けばよいのではないか」という否定的な意見もあった。

・ これに対して 施設長より初年度の目的は、現状把握と改善を行うこととし、目標は進捗状況に応じて対応することを伝え、職員に納得してもらった。

・ また、「利用者の工賃は上げずに、支援内容を充足させて行けばよいのではないか」との意見に対しては、具体的に利用者名を上げ、その方の生活に必要な費用を計上して説明し、この事業の必要性を理解してもらったとのことである。


（4）利用者全体の工賃アップ（事業の取り組み）に対する理解

　●キーワード：・今年度は意欲の向上や意識の変化は見られない

　　　　　　　　・保護者に対しては授産活動の改善と利用者の意欲向上の取り組みを説明

　・ 今年度は、具体的な事業に取り組んでいないため意欲の向上や意識の変化は見られない。

　・ 利用者および保護者に対しては、保護者会を開催し事業の説明を行った。この中でこれまでの施設が変わってしまうことへの不安を訴える保護者と、工賃を上げる必要はないのでこれまでと同様に支援を充実させてほしいとの意見があった。また、この事業で改善ができるのであれば、ぜひ協力したいとの意見もあった。

　・ 施設としては支援に関しての取り組みを変えないこと、これまでの授産活動を改善することにより、工賃を上げると同時に利用者の意欲向上につながる支援方法に新しく取り組んでいきたい旨の説明を行い、理解してもらった。
２．視察委員の評価

（1）対象事業（対象作業科目）についての評価（ターゲットの絞り込みの妥当性）
　●キーワード：・具体的な対象作業科目が絞られていないため、現時点での評価は困難

　・ 「エキナセア」という寄居町特産のハーブや地元の特産品を原料にした商品を開発中。

・ 試作品について、地域ネットワーク会議にも提案し、評価をいただいており、商品開発は順調に進んでいる状況を確認。

・ カステラの商品開発を検討しているとの説明があった。そのためのオーブン調理器具は既に発注済み。指導者としては地域ネットワークのお菓子製造業者の支援を取り付けている。ただし、実際の作業指導に当たる職員については、今後研修に行かせて訓練を行うとの説明があった。

・ カステラという新しい商品の売り上げの見込み、利益率の見込み、利用者が生産にどうかかわっていくか、そのための行程をどのように改善していくかなど、具体的な検討はこれからという説明があった。設備整備をまず行った後で具体的な作業科目の検討に入るという点は不安が残る。

（2）具体的数値目標の達成度についての評価（今年度目標の達成度と最終目標の達成の見通し）

　●キーワード：・最終目標に向けた実行スケジュール等がきめ細かく定められている

・次年度以降の事業において最終目標が達成されることを期待

　・ 今年度は、具体的な事業に取り組んでいないため、達成度という観点での評価はできない。

　・ 具体的な改善計画、実行スケジュールが決められており、環境整備等も既に始まっていることから最終目標が達成されることを期待。

（3）改善計画・計画実行スケジュールの進捗状況とその評価（来年度以降の計画実行の見通し）

　●キーワード：・計画実行スケジュールの進行状況は順調に進んでいる

・来年度以降の計画実行についても計画どおり行われる見込み

　・ 今年度はきめ細かな検討が行われており、ほぼ改善計画の計画実行スケジュールの目標を達成。

　・ 来年度は、前期（４月から９月）に既存製品の改良、販路開拓、工程改善を重点課題とし、後期（９月～）は高付加価値商品の開発、販売を開始する予定。それぞれの具体的な作業スケジュールも提案されており、今年度の状況を勘案すると予定通り実行されることが見込まれる。


（4）地域ネットワーク会議の果たした機能とその効果についての評価

　●キーワード：・地域ネットワーク会議は商業的視点の弱い授産施設にとって効果あり

　・ 会議には、農学専門家や行政職員、お菓子製造メーカーなどさまざまなメンバーが参画し、商品開発、販売促進計画に積極的なアドバイスが寄せられていた。

・ 商業的な視点の弱い授産施設にとって効果的であった。

（5）経営コンサルタント等の指導に対する評価

　●キーワード：・施設サイドの自主性を尊重し、きめ細かくサポートしている状況が見られた

　・ 施設サイドの自発的な検討を尊重し、これをサポートするという方針が見られ、内部担当者およびコンサルタント会議を26回開催し、充分に施設の意見を引き出している状況が見られた。

（6）総合評価

　●キーワード：・施設一丸となった取り組み体制を構築している点を評価

　　　　　　　　・施設が主体となった取り組みとなっており、地域ネットワーク会議やコンサルタントがこれをサポートしている点を評価

　・ 今年度、具体的な事業を実施できなかったことは残念ではあるが、職員、保護者に対する丁寧な説明を行い、施設一丸となった取り組み体制を構築しているところは評価。

　・ 施設が主体となって改善に取り組み、具体的な改善方法に対し、試作品を作った上で地域ネットワーク会議のメンバーにも評価をしてもらい、さらなる改善や新たなアイデアを提出している状況が見られた。

３．今後の課題と展望

  ●キーワード：・地域ネットワークのさらなる発展を期待

　　　　　　　　・工賃水準ステップアップ事業を通じて利用者の成長や職員の意識改革につながるような事業展開を期待

　・　次年度は、今年度検討した改善計画を実行に移す年となるが、引き続き施設全体でこの問題に取り組んでほしい。

　・ 地域ネットワーク会議での人脈をさらに生かし、地域の様々な関係者との連携体制を形成していっていただきたい。

　・　この事業に取り組んだ結果として、利用者の成長や職員の意識改革等についても分析いただき、よりよい支援につながるような事業にしてほしい。


４．その他、特筆すべき事項

 ●キーワード：・地域の就労支援施設としての中核的な役割を期待したい

　・ 施設利用者の就労移行支援事業や重度障害者の生活介護にも積極的に取り組まれており、地域の就労支援施設として中核的な役割を今後とも期待したい。
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１．視察レポート

（1）工賃水準ステップアップ対象事業の作業の状況

　●キーワード：・無農薬有機農法（ナサラ農法）による野菜等の栽培および販売

　　　　　　　　・循環型ごみ処理システムの構築 ・セルプ共同事業への展開

・ 無農薬有機農法（ナサラ農法）による野菜等の栽培および販売に取り組んでいる。具体的には、近隣の高齢者農家等から活用されてない農地を提供していただき、ＮＰＯ・婦人会・大学のサークル等からの協力を仰ぐ。販売については、パチンコ店・セルプ・スーパーでの即売会、野菜の頒布会（直販）、アンテナショップ等での販売を推進。愛知中小企業家同友会の協力を得て、販売の拡大をめざす。

・ 循環型生ごみ処理システムの構築に取り組んでいる。循環型生ごみ処理システムとは、①生ごみの収集、②生ごみを生ごみ処理機により一次処理を行う、③処理機から出る残渣を堆肥ヤードにて二次処理を行い堆肥の生産を行う、④さらにその堆肥を利用しナサラ農法（無農薬）による野菜作り、⑤生ごみ提供先への成果物還元およびショップ等での販売、⑥そこから出た生ごみの収集、というシステムである。
・ こうした事業を1施設ではなく、セルプの共同事業へと発展させようとする考えをもっている。

（2）施設長（または法人トップ）の工賃アップ（事業への主体的取り組み）に対する意識

　●キーワード：・施設長の工賃アップへの意識は高い

　　　　　　　　・「２年以内に月給を５万円から10万円にしたい」と宣言

・ もともと事業振興に力を注いでいる施設で、すでに50,000円の工賃が支給されていた。伝統的にも工賃アップに対する強い思いがある施設であった。施設長が変わり、その施設長も工賃アップへの意識は極めて高かった。施設長就任最初の全体会議（職員・利用者）で「２年以内に月給を10万円にしたい」と宣言したほどである。

（3）職員全体の工賃アップ（事業への取り組み）に対する意識と共有理解

　●キーワード：・伝統として「障害者の働く場」としての意識は高い

　　　　　　　　・福祉戦略会議、専門家からの指導等により、さらに意識改革が進む

・ すでに「障害者の働く場」としての意識は高く、改めて工賃アップの意味を説明する必要はなかったという。工賃アップは「障害者の働く場」として当然のこととして、職員は受け入れができているようだ。さらに、新施設長の強力なリーダーシップのもと、「福祉戦略会議」での職員による課題発表および専門家による指導、中小企業家同友会例会への参加、毎日のミーティング等により、意識改革と共通理解が進んでいるようである。しかし、大きい施設であるがゆえに全職員の意識改革が進むことはむずかしく、一部戸惑いを持つ職員もいるとのことである。


（4）利用者全体の工賃アップ（事業の取り組み）に対する理解

　●キーワード：・もともと仕事をする環境が整っている施設

　　　　　　　　・新事業を始める際に利用者の希望の取り入れ

・ 新施設長から「２年以内に工賃を現状の５万円から10万円にしたい」と宣言されたら、利用者の期待感は当然高まるだろう。もともと仕事をする環境が整っている施設であるがゆえに、さらにやる気につながった利用者も多かったことが予想される。また、新規事業を始める際に、利用者の希望を取り入れ、担当者を決めたこともやる気につながっている。

２．視察委員の評価

（1）対象事業（対象作業科目）についての評価（ターゲットの絞り込みの妥当性）

　●キーワード：・「有機野菜・循環型事業」を企業等とのネットワークにより事業展開

　　　　　　　　・来年度の取り組みに大いに期待

・ 「食の安全」というテーマの下、無農薬有機農法（ナサラ農法）による野菜等の栽培および販売、さらに循環型ごみ処理システムの構築により生ごみの収集、堆肥の生産・販売等をっている。

・ これらは、一施設だけの取り組みではなく、地域・企業・同じ理念を持つグループとの協働による取り組みである。

・ 高賃金を目指した斬新な取り組みであり、理念・取り組み内容的にも大いに期待させられる事業である。

（2）具体的数値目標の達成度についての評価（今年度目標の達成度と最終目標の達成の見通し）

　●キーワード：・平成19年度は準備段階、平成20年度からが本格稼動

・高い目標値を掲げ、そのことの実現に向けて全力でチャレンジ

・ 園芸科については利用者数も３名から平成20年度は15名に増やし、工賃も平成19年度30,000円から平成20年度100,000円、平成23年度の最終年度は120,000円の目標となっている。売上ベースでは、平成19年度3,000,000円から平成20年度は一挙に40,000,000円、平成23年度の最終年には１億円という高い目標となっている。

・ 全体では利用者76人に対して、年間売上が平成19年度110,000,000円（工賃50,000円）、平成20年度は160,000,000円（工賃80,0000円）、最終年の平成23年度では250,000,000円（工賃110,000円）の目標となっている。平成19年度については、時間的制約もあり工賃アップはわずかであった。

・ 平成20年度および最終年度のこの数値が妥当かどうかについては、議論が分かれるところである。また、このことが実現できるかどうかについても、正直に言って今後の展開次第としか言いようがない。しかし、高い目標を掲げ、そのことを実行しようという強烈な思いが伝わってくる。平成20年度以降の取り組みが非常に楽しみである。


（3）改善計画・計画実行スケジュールの進捗状況とその評価（来年度以降の計画実行の見通し）

　●キーワード：・平成19年度はナサラ農法の栽培手法の研修（ごみ処理免許の取得に苦戦中）

・ 平成19年度は畑を確保し、ナサラ農法のノウハウを学習し、栽培手法の研修等に力を注いできた。また、販路の開拓として、ＣＧＣグループ（スーパーマーケットチェーン）９ヶ店での専用のコーナー設置の決定、年間60回の即売会の決定など、着実に目標達成に向けて進んでいる。

・ 生ごみ処理機を購入し、堆肥の生産も行っている。今後の課題として、生ごみの処理免許の取得が苦戦中であり、農林省の「再生利用事業登録」も検討しているとのこと。

・ 平成20年度は、近郊で１町歩程度の圃場の確保と移動販売車の準備等を行い、本格的稼動、まずは売り上げ目標4,000万円に向けて取り組むとのこと。

（4）地域ネットワーク会議の果たした機能とその効果についての評価

　●キーワード：・メンバーは事業に必要な専門家で、実践的なネットワーク会議

　　　　　　　　・地域ネットワーク会議メンバーの事業展開に向けた役割分担は有効

・ 地域ネットワーク会議の各構成員が事業に必要な専門家で構成されており、事業展開に向けた具体的・実践的な会議がもたれている。それぞれの地域ネットワーク会議メンバーに、販売先の確保、圃場の確保、機械のメンテナンス、販路開拓等の役割があり、協力体制が作られている。

・ 地域ネットワーク会議に参加した印象としては、「食の安全」が社会的テーマとなっている状況の中、同じ理念を持った専門家集団（仲間）が協働で真剣に取り組んでいる姿が印象的であった。

（5）経営コンサルタント等の指導に対する評価

　●キーワード：・コンサルタント任せではなく施設の主体的な取り組みとして

　　　　　　　　・コンサルタントは有機栽培の専門家

・ 作業対象科目の選定についてはコンサルタントには相談せず、施設で決定。コンサルタントから課題を提案してもらうのではなく、常に施設側から課題が課された。コンサルタントが「施設長の熱意にひきずり込まれた」とコメントしているように、それほど施設側の熱意と主体性が強かったようだ。コンサルタントには、有機栽培の専門家を選定し、職員に対する有機栽培の技術指導等が行われた。

（6）総合評価

　●キーワード：・実現するという強い思いと行動力

　　　　　　　　・理念の共有による専門家を巻き込んだネットワーク化

・ 月工賃10万円という高い目標を掲げ、必ず実現させるという強い意思を持ち、取り組んでいる様子が伺える。その取り組みの中で、生ごみ処理機の購入、畑の確保、ナサラ農法の技術習得、土作り、堆肥の生産、ＣＧＣグループ９ヶ店での専用のコーナー設置の決定、年間60回の即売会の決定など、着実に目標達成に向けて進んでいる。

・ また、「食の安全」「環境問題」等に対する社会的ニーズが高い中、「安心安全な無農薬有機農法」「生ごみリサイクル」「障害者の就労支援」といった理念の下、ネットワークの構築が進み、理念を共有した専門家集団による協働の取り組みが進められている。

・ 施設トップの強烈な思いの下、明確な数値目標を立てられ（工賃目標を全体に宣言）、計画が練られ、実行されていく。売上目標が、300万円(H19)→4,000万円（H20）→１億円（H23）と壮大であるがゆえに、期待と不安の気持ちが入り混じっているが、いよいよ平成20年度は本格稼動である。目標達成に向けて大いに期待したい。


３．今後の課題と展望

  ●キーワード：・専門家集団のネットワークによる新たな事業の可能性

　　　　　　　　・時代に求められる「理念」の下、さらなる飛躍を

・ 平成20年度に向けて、利用者の増員、生ごみ処理免許問題の解決、生ごみリサイクル事業の充実、近郊の圃場の確保とナサラ農法のさらなる技術習得による安定した野菜の生産、野菜・堆肥等の販売先の確保など、さまざまな課題に対して、強い思いとネットワークの力で着実に解決し、目標実現に向けて取り組んで欲しい。

・ この事業は企業等とのネットワーク（協働）の取り組みでもあり、その連携の中でも新たな事業展開も生み出されてきている。例えば、生ごみ処理機メーカーとの連携や農業用ハリーヒート（地温を植物・作物育成最適温度に保温、短時間で簡易土壌消毒、遠赤外線放射による植物育成補助効果）の展開等である。今後これらは機械のメンテナンス、技術指導や機材の販売等にもつながる可能性を持つ内容である。

・ 「食の安全」「環境問題」「障害者就労」等、時代に求められている事業内容だけに、その理念の下、多くの人を巻き込んでいく可能性がある。さらに大きな渦となり、セルプの共同事業としての展開等も期待したい。

【(1)継続実施施設】①西多賀ワークキャンパス（身体入所授産施設）





【(1)継続実施施設】①西多賀ワークキャンパス（身体入所授産施設）





【(1)継続実施施設】①西多賀ワークキャンパス（身体入所授産施設）





【(1)継続実施施設】②ハートピア湘南（知的通所授産施設）





【(1)継続実施施設】②ハートピア湘南（知的通所授産施設）





【(1)継続実施施設】②ハートピア湘南（知的通所授産施設）





【(1)継続実施施設】②ハートピア湘南（知的通所授産施設）





【(1)継続実施施設】③クローバーハウス（精神通所授産施設）





【(1)継続実施施設】③クローバーハウス（精神通所授産施設）





【(1)継続実施施設】③クローバーハウス（精神通所授産施設）





【(1)継続実施施設】③クローバーハウス（精神通所授産施設）





【(2)新規実施施設】②はぐくみ園（新体系事業（就労継続支援Ｂ型事業等））





【(2)新規実施施設】①はしどい学園（知的通所授産施設）





【(2)新規実施施設】①はしどい学園（知的通所授産施設）





【(2)新規実施施設】①はしどい学園（知的通所授産施設）





【(1)継続実施施設】④南風荘（身体入所・知的通所授産施設）





【(1)継続実施施設】④南風荘（身体入所・知的通所授産施設）





【(1)継続実施施設】④南風荘（身体入所・知的通所授産施設）





【(1)継続実施施設】④南風荘（身体入所・知的通所授産施設）





【(1)継続実施施設】⑤たんぽぽ（新体系事業（就労継続支援Ｂ型事業等））





【(1)継続実施施設】⑤たんぽぽ（新体系事業（就労継続支援Ｂ型事業等））





【(1)継続実施施設】⑤たんぽぽ（新体系事業（就労継続支援Ｂ型事業等））





【(1)継続実施施設】⑤たんぽぽ（新体系事業（就労継続支援Ｂ型事業等））





【(2)新規実施施設】①はしどい学園（知的通所授産施設）





【(1)継続実施施設】①西多賀ワークキャンパス（身体入所授産施設）





【(2)新規実施施設】②はぐくみ園（新体系事業（就労継続支援Ｂ型事業等））





【(2)新規実施施設】②はぐくみ園（新体系事業（就労継続支援Ｂ型事業等））





【(2)新規実施施設】②はぐくみ園（新体系事業（就労継続支援Ｂ型事業等））





【(2)新規実施施設】③名古屋ライトハウス（身体入所授産施設）





【(2)新規実施施設】③名古屋ライトハウス（身体入所授産施設）





【(2)新規実施施設】③名古屋ライトハウス（身体入所授産施設）





【(2)新規実施施設】③名古屋ライトハウス（身体入所授産施設）








